
てアフリカの開発に貢献してきました。しかし、経済
成長に伴い、世界各国からアフリカへの民間投資が急
増しており、2005年以降はアフリカへの海外直接投資
（FDI）の総額がODA総額を上回る状況が続いていま
す。アフリカは、ODAによるインフラ整備や人材育成
などへの支援とともに、民間投資による農業・工業生
産の拡大、雇用創出、技術移転などを必要としています。
TICADVで安倍総理が表明した「アフリカ支援パッ

ケージ」は、ODAと民間投資を官民一体となって推進
することを重点課題としています。JICAは、今後「ア
フリカ支援パッケージ」に基づく広範な取り組みを予定
していますが、その中から「重点的な取り組み」のいく
つかを以下にご照会します。

2．JICAによる重点的取り組み
(1) 地域統合推進、回廊開発
2000年代半ば以降、広域インフラ整備や域内関税
の撤廃、出入国・通関手続きの簡素化・調和化などが、

東部アフリカ共同体（EAC）、南部アフリカ開発共同体
（SADC）などの地域経済共同体（RECs）を中心に推進
されており、アフリカ域内の市場統合、貿易拡大が着
実に成果を上げています。このような地域統合の拡大・
深化は、日本企業のアフリカ進出にとっても、地元市
場の拡大、原材料の調達コスト・輸送コストの削減な
どの点で重要です。
JICAは、TICADIV以降、広域インフラの整備や
OSBPの推進などを支援しています。TICADV以降は、
「アフリカ支援パッケージ」におけるインフラ整備関連
のコミットメント（6,500億円（65億ドル）の公的資金投
入など）を踏まえ、これらの支援を継続・強化します。
また、「アフリカ・インフラ開発計画」※7を踏まえた案
件形成や「戦略的マスタープラン」の実施などにより、
基幹インフラ（道路、港湾、電力など）とその周辺地域
を含む回廊地域の総合的な開発を推進します。
※7 アフリカ連合とアフリカ開発銀行が作成したアフリカ大陸全体を対象とした中長期の広域
インフラ整備計画

事例

品質・生産性向上（カイゼン）普及・
能力開発プロジェクト
チュニジアにおけるJICAのカイゼンプ

ロジェクトに注目したメレス前首相の主導
で、エチオピア政府は、2009年に工業
大臣直轄のカイゼン機構（Kaizen Unit）
を設置して日本へ協力を求めました。
JICAは、カイゼン機構職員の能力向上

とカイゼン手法の技術移転、マニュアルの
作成、全国普及のための計画作成ととも
に、パイロットプロジェクト企業30社を設
定して技術協力を行いました。カイゼン導

入の結果、パイロットプロジェクト企業は、
コスト、売上高、労働生産性、不良率の
低下など大きな成果を達成しました。
この実績のもと、2011年11月からカ

イゼンを全国に普及する体制の確立を目
指して、カイゼン機構(E t h i op i a n 
Kaizen Institute)の組織・体制の整備、
カイゼン機構コンサルタントの能力向上
などを目指し、零細企業を含めて265社
へのカイゼントレーニング実施を予定し
ています。

理数科教育改善プロジェクト
エチオピアの初等教育の就学率は

70%を超えるまでに改善されましたが、
修了率は58%にとどまり、学習到達度も
低い水準にあります。JICAは、教員の
能力開発や教材支援などを行っています。
特に、工業化を目指すエチオピアでは

理数科教育に重点を置いており、JICA
は、1998年以来、ケニアなどアフリカ

各国で協力してきた理数科教育強化計画
プロジェクトの実績をもとに、2011年度
からエチオピアでも理数科教育改善プロ
ジェクトを実施しています。
プロジェクトでは、モデル地区の初等

科7－8学年（日本の中学校に相当）の理
数科教員に対する、長期専門家（研修運
営管理、理数科教育）および短期専門家
の派遣や教育関係機関担当者のインドネ
シアや日本での研修などを通じて、生徒
中心型の授業のレベルアップに向けた支
援を行っています。

カイゼンの普及と理数科教育の充実

エチオピアの産業政策への協力

エチオピアは、アフリカ連合（AU）や国連アフリカ経済委員会（UNECA）の本部が置かれるなどアフリカ政治・外交の中心
国の１つで、「アフリカの角」の和平でも重要な役割が期待されています。
近年は高い経済成長を遂げていますが製造業が伸び悩んでおり、JICAは、民間セクターにおける品質・生産性向上や産業

人材育成につながる理数科教育の向上などを支援しています。

カイゼントレーニングの様子　【撮影：今村健志朗】 生徒中心型の授業風景
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